
経済産業省 946億円 （ 29% ）
・エネルギー使用合理化等事業者支援補助金 448億円
・クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 200億円 等

Ａ．2020年までに温室効果ガス削減に効果があるもの 3,267億円

別紙１

環境省 846億円 （ 26% ）
・公共施設への再生可能エネルギー・先進的設

備等導入推進事業 140億円
・低炭素価値向上に向けた社会システム構築

支援事業 73億円 等

その他省庁 5億円

A～Dの４分類ごとの府省別内訳等

農林水産省 1,167億円 （ 36% ）
・森林環境保全整備事業 783億円
・水源林造成事業 249億円
・水源地域等保安林整備 75億円 等

復興庁 147億円
・山地治山総合対策（うち防災林造成）

54億円 等

国土交通省 157億円 （ 5% ）
・森林環境保全整備事業(国土交通省) 69億円 等



（注）27年度予算案額について、地球温暖化対策関係予算の「2020年までに温室効果ガス削減に効果があるも
の」に該当すると考えられるものを集計したところ、計3,267億円であった。

【参考：「Ａ．2020年までに温室効果ガス削減に効果があるもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門・家庭部門の取組 313億円（10%）

横断的施策等 288億円(9%)

京都メカニズムに関する対策・施策

2億円

産業部門（製造事業者等）の取組 519億円（16%）

森林吸収源対策 1,398億円（43％）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 5億円

エネルギー転換部門の取組 175億円

運輸部門の取組 310億円(9%)

低炭素型の都市・地域構造 258億円(8%)



B．2021年以降に温室効果ガス削減に効果があるもの 1,584億円

経済産業省 986億円（ 62% ）
・二酸化炭素削減技術実証試験事業 89億円
・地熱資源開発調査事業費補助金 80億円 等

文部科学省 290億円 （ 18% ）
・ITER計画等の実施 221億円
・戦略的創造研究推進事業

（先端的低炭素化技術開発） 54億円 等

環境省 157億円 （ 10% ）
・CO2排出削減対策強化誘導型

技術開発・実証事業 65億円 等

復興庁 24億円
・特用林産施設体制整備復興事業費 11億円 等

国土交通省 7億円
・次世代海洋環境技術開発

4億円 等

農林水産省 121億円 （ 8% ）
・「緑の新規就業」総合支援事業費 60億円 等



（注）27年度予算案額について、地球温暖化対策関係予算の「2021年以降に温室効果ガス削減に効果があるも
の」に該当すると考えられるものを集計したところ、計1,584億円であった。

エネルギー転換部門の取組

188億円（12%）

【参考：「B． 2021年以降に温室効果ガス削減に効果があるもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門・家庭部門の取組 20億円

横断的施策等 1,168億円（74%）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 34億円 運輸部門の取組 23億円

森林吸収源対策 104億円(7%)

低炭素型の都市・地域構造

47億円



C．その他結果として温室効果ガス削減に資するもの 2,980億円

その他省庁 13億円

農林水産省 587億円 （ 20% ）
・治山事業 216億円
・山地治山総合対策 200億円 等

環境省 671億円 （ 23% ）
・循環型社会形成推進交付金 565億円
・二国間クレジット制度（JCM）推進のためのMRV
等関連する技術高度化事業 34億円 等

経済産業省 1,114億円 （ 37% ）
・再生可能エネルギー固定買取制度施行事業費補助金

456億円
・風力発電のための送電網整備実証事業費補助金

105億円 等

国土交通省 279億円（ 9% ）
・都市鉄道利便増進事業費補助

88億円 等

復興庁 315億円（ 11% ）
・山林施設災害復旧事業 301億円 等



（注） 27年度予算案額について、地球温暖化対策関係予算の「その他結果として温室効果ガス削減に資するもの」
に該当すると考えられるものを集計したところ、計2,980億円であった。

【参考：「C．その他結果として温室効果ガス削減に資するもの」の対策分野別内訳】

京都メカニズムに関する対策・施策 34億円

森林吸収源対策

946億円（32%）

エネルギー転換部門の取組

1,105億円（37%）

業務その他部門・家庭部門の取組 52億円

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 611億円（20%）

横断的施策等 25億円

産業部門（製造事業者等）の取組

8億円

運輸部門の取組 199億円(7%) 低炭素型の都市・地域構造 1億円



D．基盤的施策など 518億円

文部科学省 180億円 （ 35% ）
・全球地球観測システム構築の推進

に必要な経費 104億円 等

経済産業省 177億円（ 34% ）
・国際エネルギー消費効率化等技術・

システム実証事業 135億円 等

国土交通省 91億円 （ 18% ）
・静止気象衛星業務整備費 70億円 等

農林水産省 23億円
・生産現場強化のための研究開発

7億円 等

環境省 39億円 （ 8% ）
・低炭素社会の実現に向けた中長期的温室

効果ガス排出削減工程検討及びボトルネック

解消等調査費 6億円 等

その他省庁 8億円



（注） 27年度予算案額について、地球温暖化対策関係予算の「基盤的施策など」に該当すると考えられるものを集
計したところ、計518億円であった。

【参考：「D．基盤的施策など」の対策分野別内訳】

低炭素型の都市・地域構造 1億円

京都メカニズムに関する対策・施策

1億円
森林吸収源対策 4億円

横断的施策等 498億円（96%）

産業部門（製造事業者等）の取組

6億円

エネルギー転換部門の取組

9億円


